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令和５年度 事業報告概要 
 

― 総 括 ― 

令和５年度は、秋田県大雨災害、令和５年台風13号災害、令和６年能登地震災害と相次いで発生

し、本会ではこれまで培ってきた経験や、平時から整備してきた体制を生かしながら、災害支援活動

を行った。また、新たに「災害ボランティアに関する市町村及び市町村社会福祉協議会担当者会議」

を開催し、市町村における行政と社協の連携強化を図るとともに、台風13号災害でのいわき市災害

ボランティアセンターの緊急対応期の取組を共有した。 

新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、求人求職動向が活発化する中、福祉人材の確保・育

成・定着につながる好循環を生み出すため、県内高等学校や介護福祉士養成校等との意見交換、法

人・施設の魅力的な職場づくりの支援など、多方面からのアプローチを展開した。 

また、東日本大震災及び東京電力第一原子力発電所事故から13年以上経過し、避難者を取り巻く

環境も大きく変化している。避難者支援の局面は、個別支援と地域支援を両輪とする一体的な展開に

拡充し、いわき市内で活動する避難者地域支援コーディネーターの一元化を図る協定のもと、活動拠

点となる「社協連携避難者支援センターいわき」を開所した。２か所目の拠点となる「社協連携避難

者支援センター郡山」を令和６年度開所に向けた準備を進めるとともに、避難者地域支援コーディネ

ーターの活動強化を図った。復興公営住宅入居者実態調査により入居者等が抱える不安や課題など

の実態を把握し、次年度以降に展開する支援方策を検討した。 

 さらに、依然として続いている物価高騰が福祉サービスの提供に大きな影響を与えていることか

ら、県内の社会福祉施設に対する物価高騰対策の拡充を求める部会・協議会等を中心とした要望活動

を昨年度に引き続き支援した。 

 

 

地域福祉課 

○ ボランティア活動・市民活動支援                 （事業報告書pp.1～3参照） 

地域共生社会の実現に向け重要な役割を果たすコミュニティソーシャルワーカーの専門性の 

向上を図るため、「コミュニティソーシャルワーク研修（前期課程・後期課程）」を開催し、生活課

題を抱えた方々への支援体制の構築及び充実を推進した。 

また、国見町社会福祉協議会並びに小野町社会福祉協議会と協働して「地域共生社会づくり推   

進セミナー」を実施し、地域に暮らす住民自らが地域の課題を「自分のこと」として捉え、地域全

体で支えあう取組を学ぶ契機とした。 

○ 災害ボランティア活動支援                    （事業報告書p.3～4参照） 

災害ボランティアセンター運営研修「基礎編」及び「実践編」を開催し、災害ボランティアセン

ターの主軸となる運営スタッフの育成を図った。 

また、新たに「災害ボランティアに関する市町村及び市町村社会福祉協議会担当者会議」を開催

し、市町村における行政と社協の連携強化を図るとともに、台風13号災害でのいわき市災害ボラ

ンティアセンターの緊急対応期の取組を共有した。 
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○ 地域福祉推進支援・市町村社会福祉協議会活動支援 

重層的支援体制整備事業の実施に向けた研修では、いわき市社会福祉協議会の事例を通じて事  

業の理解促進を図るとともに、市町村行政や市町村社協に対する訪問支援及びアドバイザー派遣

を通して、各市町村の実情に即した支援を行った。 

また、新たに重層的支援体制整備事業情報共有会議を開催し、市町村間の情報共有・意見交換

を通じ、さらなる事業の推進を図った。 

【参考：市町村の重層的支援体制整備事業取組状況（令和5年度末現在）】 

実 施 福島市、須賀川市 

移行準備中 川俣町、郡山市、三春町、会津若松市、喜多方市、只見町、楢葉町、いわき市 

○ 日常生活自立支援事業 

  相談件数が34,768件（810件増）、実利用件数が701件（18件増）となり、いずれも前年度

より増加傾向となった。 

また、県内に本支店を置く金融機関を対象に、社会福祉関係機関等との連携に関するアンケー    

ト調査を実施し、市町村社協担当者等との事例検討会において、その結果を分析・協議した。 

さらに、県内に本支店を設置する金融機関と意見交換等を行い、制度理解の促進と連携強化を

図った。 

【県内における本事業の動向】                     （単位：件） 
 問合せ相談件数 新規契約件数 契約件数累計 実利用件数累計 

令和元年度 24,029 112 1,525 584

令和２年度 27,078 164 1,682 630

令和３年度 31,708 151 1,833 654

令和４年度 33,958 151 1,984 683

令和５年度 34,768 158 2,142 701

○ 民生委員・児童委員活動支援 

単位民生児童委員協議会会長を対象に民生児童委員協議会の活性化のため、民生児童委員協   

議会会長研修を開催した。 

また、中堅民生委員・児童委員研修会を県内３方部で開催し、民生児童委員活動を実践するう

えで重要なメンタルヘルスに関する知識の習得を図った。 

 

 

◆ 生活支援室 

生活福祉資金貸付制度の総合支援資金、福祉資金、教育支援資金など、通常貸付の実績は195

件、57,257,000円となった。 

債権管理においては、滞納者に対し償還督促通知を送付するとともに、債務者死亡など償還困

難な状況を把握した債権は償還免除を行った。特に、令和４年９月30日をもって申請受付を終
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了した新型コロナ特例貸付は、住民税非課税などの要件により3,477件、1,326,830,130円を償

還免除した。東日本大震災特例貸付は、償還免除も含め185件が令和５年度に償還完了した。 

また、今後10年以上の長期間に渡り新型コロナ特例貸付の債権管理を行う必要があることか

ら、５月に福島市大町へ事務所を移転し体制を強化した。 

 

○ 債権管理 （令和6年3月31日現在） 

１．従来の生活福祉資金 

【債権管理状況】 

債権数 債権金額 償還猶予(5年度) 償還免除(5年度) 

3,713件 1,478,377,836円 5件 71件

【6ヶ月以上償還滞納世帯に対する償還督促通知】          ※( )内は前年度実績 

種類 5月 11月 

生活福祉資金 2,750 （2,914） 2,676 （2,765）

総合支援資金 849 （ 846） 832 （ 844）

離職者支援資金 127 （ 122） 121 （ 126）

生活復興支援資金 40 （  39） 37 （  41）

臨時特例つなぎ資金 78 （  78） 78 （  77）

計 3,844 （3,999） 3,744 （3,853）

２．東日本大震災特例貸付（緊急小口資金） 

【債権管理状況】                          ※償還免除含む 

総貸付数 総貸付額 償還完了 償還金額（累計） 債権金額 

25,016件 3,543,670,000円 16,257件
2,523,673,421円

(金額に対する償還率71.22％)
1,019,996,579円

   【償還が滞っている世帯に対する償還督促】   （単位：件） 

償還督促通知（2月実施） 8,308（8,913） ※( )内は前年度実績 

電話相談 487（  433）

３．新型コロナ特例貸付（緊急小口資金・総合支援資金） 

【緊急小口資の債権全容】               ※償還免除には、「一部免除」含む 

区分 件数 金額 金額の割合 

貸付実績（R2.3～R4.9） 16,589件 3,108,156,000円 100,00％

償 還 額 － 398,192,033円 12.81％

償還免除 6,492件 1,177,334,875円 37.88％

うち令和5年度償還免除決定 1,363件 223,085,310円 －

債 権 残 10,046件 1,532,629,092円 49.31％

【総合支援資金の債権全容】              ※償還免除には、「一部免除」含む 

区分 件数 金額 金額の割合 

貸付実績（R2.3～R4.9） 18,356件 9,666,965,000円 100,00％

償 還 額 － 146,277,458円 1.51％

償還免除 5,634件 2,967,488,348円 30.70％

うち令和5年度償還免除決定 2,114件 1,103,744,820円 －

債 権 残 12,853件 6,553,199,194円 67.79％
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【償還滞納世帯に対する償還督促通知】            （単位：件） 

種類 7月 10月 1月 

緊急小口資金 4,500 4,871 5,025

総合支援資金 2,437 2,796 3,067

計 6,937 7,667 8,092

 

 

◆ 生活自立サポートセンター 

県内46町村を対象に5事務所で事業を展開している。これまでの新型コロナウイルス感染症

に関連した相談が落ち着き、本年度は相談受付613件（前年度同期763件）、支援計画策定235

件（前年度同期441件）となった。 

 また、困窮状態にある本事業対象者に対して、生活協同組合連合会、セブンイレブン･ジャパ

ン、東邦銀行及びファミリーマートとの協定や、有志の企業等からの寄贈を受けた食料等を随時

提供し、緊急的支援を行った。 

【個別相談件数・支援計画策定数】                         （単位：件） 

  県北 県中 県南 会津･南会津 相双 合計 

個別相談 
件数 

令和元年度 113 355 － 152 59 679

令和２年度 172 277 351 343 125 1,268

令和３年度 183 362 481 395 146 1,567

令和４年度 80 184 281 162 56 763

令和５年度 101 124 175 149 64 613

直近５年間累計 649 1,302 1,288 1,201 450 4,890

累積（H27～） 972 2,300 1,288 1,799 492 6,851

支援計画 
策定数 

令和元年度 57 99 － 83 36 275

令和２年度 119 110 100 255 104 688

令和３年度 153 298 312 330 147 1,240

令和４年度 43 130 97 107 64 441

令和５年度 27 65 52 65 26 235

直近５年間累計 399 702 561 840 377 2,879

累積（H27～） 627 1,011 561 1,069 402 3,670

○ 本会における地域における公益的な取組の推進 

本会が実施する生活困窮者自立相談支援事業及び地域生活定着支援事業の対象者に対し、既存 

の支援メニューでは対応できない、電気代やガソリン代、衣服代などの現物給付を164件実施し

た。（前年度同期 166件） 

 

◆ 避難者生活支援・相談センター 

21市町村社協、136名(前年度同期 21市町村社協、134名)の生活支援相談員等を配置した。

そのうち、昨年度から配置した避難者地域支援コーディネーターは6名増員し、32名となった。

これまでの生活支援相談員を中心とした個別支援を基盤に、避難者地域支援コーディネーターに

よる地域支援が展開されることで、個別支援と地域支援を両輪とする避難者支援に拡充された。 
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復興公営住宅入居者実態調査の実施により把握した入居者等が抱える不安や課題などの実態を

ふまえ、次年度以降実施する被災者・避難者支援の方策を検討した。 

また、いわき市内で活動する５町社会福祉協議会といわき市社会福祉協議会の連携により、避

難者地域支援コーディネーターを一元化する協定を４月に締結し、「社協連携避難者支援センタ

ーいわき」を開所した。 

さらに、同センターを次年度に郡山市で開所するための準備を行った。 

【市町村社協・生活支援相談員の相談支援数】                （単位：世帯） 

家族構成 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ひとり暮らし（別居の家族なし） 1,023 1,149 1,102 1,059

ひとり暮らし（別居の家族あり） 7,014 7,514 6,865 6,357

高齢者・障害者のみ世帯（夫婦等） 5,780 5,710 5,080 4,594

高齢者・障害者がいる世帯 8,301 7,955 5,878 4,152

母子・父子世帯 38 19 47 69

乳幼児がいる世帯 65 72 22 40

その他同居家族 有り 643 562 449 296

合  計 22,864 22,981 19,443 16,567

【復興公営住宅入居者の地区別世帯構成割合】 

令和５年度福島県復興公営住宅入居者実態調査研究事業報告書」より抜粋  （単位：世帯 ※上段） 
         [左表のうち高齢者の世帯]

地区 合計 複数世帯 単身世帯 不明 空室 特別措置 単身60 歳
以上(A) 

高齢者の
み世帯(B) 

(A)+(B)

県北 
1,125 
100％ 

342 
30.4％ 

425
37.8％

3
0.3％

203
18.0％

153
13.6％

315 
28.0％ 

79 
7.0％ 

394
35.0％

県中･ 
県南 

826 
100％ 

272 
32.9％ 

390
47.2％

19
2.3％

141
17.1％

13
1.6％

259 
31.4％ 

75 
9.1％ 

334
40.5％

会津 
134 

100％ 
36 

26.9％ 
52

38.8％
0

0.0％
45

33.6％
1

0.7％
38 

28.4％ 
8 

6.0％ 
46

34.4％

相双 
1,010 
100％ 

308 
30.5％ 

440
43.6％

1
0.1％

246
24.4％

25
2.5％

324 
32.1％ 

80 
7.9％ 

404
40.0％

いわき 
1,672 
100％ 

511 
30.6％ 

736
44.0％

50
3.0％

238
14.2％

252
15.1％

537 
32.1％ 

134 
8.0％ 

671
40.1％

合計 
4,767 
100％ 

1,469 
30.8％ 

2,043
42.9％

73
1.5％

873
18.3％

444
9.3％

1,473 
30.9％ 

376 
7.9％ 

1,849
38.8％

 

 

◆ 地域生活定着支援センター 

特別調整対象者等の依頼人数は43名（うち福島保護観察所 36名、県外地域生活定着支援セン

ター 7名）となり、矯正施設の退所に合わせ帰住先の調整を行った。帰住先は、対象者の特性や

状況により多岐に渡る。 

また、保護観察所等との連絡会議や退所後の生活定着に向けた多職種連携による支援者会議を

開催するとともに、他機関主催の会議や研修会において周知活動や連携に努めた。 
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【特別調整対象者等の依頼人数】                       （単位：名） 

  高齢者 知的障がい 精神障がい 身体障がい 計 

令和元年度 
依頼人数 12 9 5 1 27

退所後帰住先決定数 16 5 1 0 22

令和２年度 
依頼人数 18 12 8 2 40

退所後帰住先決定数 13 14 5 2 34

令和３年度 
依頼人数 22 15 8 5 50

退所後帰住先決定数 18 10 10 1 39

令和４年度 
依頼人数 30 8 12 1 51

退所後帰住先決定数 19 8 7 3 37

令和５年度 
依頼人数 17 11 15 0 43

退所後帰住先決定数 23 13 9 0 45

直近５年間
累計 

依頼人数 99 55 48 9 211

退所後帰住先決定数 89 50 32 6 177

累積 
（H23～） 

依頼人数 196 107 76 18 397

退所後帰住先決定数 176 97 57 16 346

※「退所後帰住先決定数」は前年度の特別調整対象者を含むため、「依頼人数」のうち数ではない。 

 

 

 

人材研修課 

◆ 福祉人材センター（保育士･保育所支援センター） 

県内の社会福祉施設等への就職希望者を対象に、社会福祉施設等の情報や求人情報の提供を行

う合同就職説明会を県内6か所で開催し、人材確保の推進及び就職活動の支援を行った。福祉人

材センターの有効求人倍率は3月末現在で4.43倍となり、求職登録者と福祉の職場をつなぐマ

ッチングによって284名が福祉職として就職した。 

また、浜通りの高齢者施設に就職を希望する介護職員や県内保育所への就職を希望する県外在

住の保育士に対し、県外イベントやＳＮＳによるＰＲ活動等を行った。福祉人材センターホーム

ページ上に、求職者向け施設情報検索サイト「フクシまるっとシゴト」を新たに開設し、就職活

動への活用を促した。 

さらに、県内の介護助手導入の効果検証をまとめ、先進事例集を作成するとともに、介護職機

能分化モデル事業情報交換会を開催し、取組の促進を図った。 

【福祉人材センター求人求職状況】 

 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 就職人数 

令和元年度 13,804名 3,063名 4.51倍 186名

令和２年度 11,385名 1,986名 5.73倍 256名

令和３年度 11,704名 1,609名 7.27倍 219名

令和４年度 12,385名 2,779名 4.46倍 266名

令和５年度 14,275名 3,225名 4.43倍 284名

直近５年間累計 － － － 1,211名
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【保育士・保育所支援センター支援状況】 

 相談支援数(延べ) 
就職人数 

 求職者 求人事業所 

令和元年度 2,856件 236件 26名 

令和２年度 3,992件 256件 51名 

令和３年度 4,090件 254件 52名 

令和４年度 4,045件 237件 62名 

令和５年度 3,878件 169件 78名 

直近５年間累計 18,861件 1,152件 269名 

 

◆ 福祉研修センター（介護実習・普及センター） 

○ 社会福祉従事者等の研修・介護支援専門員関連事業 

新任職員から管理職員までの階層に応じた福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程や、専門性

を高める研修を実施し、福祉関係職員の資質向上を図っている。新任職員の職場定着を図るＯＪ

Ｔ（プリセプター）の研修を開催し、福祉施設・事業所における人材の育成や定着を支援した。 

介護支援専門員実務者研修受講試験を10月9日に実施し、合格者を対象とした介護支援専門

員実務研修を実施した。 

【研修実績】 

 研修数 参加者数(延べ) 

令和元年度 50コース 3,832名

令和２年度 46コース 1,178名

令和３年度 48コース 2,803名

令和４年度 50コース 3,222名

令和５年度 53コース 4,320名

【介護支援専門員実務研修受講試験】 

 受験者数 合格者数 合 格 率 

令和元年度 752名 120名 16.0％ 

令和２年度 908名 133名 14.6％ 

令和３年度 947名 193名 20.4％ 

令和４年度 937名 169名 18.0％ 

令和５年度 913名 162名 17.7％ 

直近５年間累計 4,457名 777名 17.4％ 

累積（H10～） 52,493名 10,980名 － 

 

○ 介護実習・普及事業 

県内の学校や事業所へ出向くオーダーメイド介護講座では 621 件（前年度 617 件）が受講し、

高齢者疑似体験等を通して、県民の介護に関する理解促進を図った。 

また、ダブルケアについて取り上げた介護セミナーでは、多くの県民及び福祉職が参加した。 
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◆ 福祉サービス支援室 

○ 施設種別部会・協議会活動 

本会内部組織である種別部会・協議会と協力し、各福祉施設の連携強化や各種研修会の開催を

通じて役職員の資質向上を図っている。 

 昨年度に引き続き、社会福祉施設への物価高騰対策の拡充を求め、社会福祉法人経営者協議

会、児童福祉施設部会、障がい児者福祉施設協議会、母子生活支援施設部会、福島県老人福祉施

設協議会及び福島県保育協議会の６団体連名で、県知事に緊急要望書を提出した。加えて、社会

福祉法人経営者協議会は、賃金改善と物価高騰に対する支援を求め、全国組織と連携して県選出

国会議員に対する要望活動を行った。 

 また、社会福祉法人経営者協議会においては、北海道・東北ブロックセミナーを本県で開催す

るとともに、令和５年台風13号による水害への対応として青年部会のメンバーを中心としたボ

ランティア活動を行った。 

 障がい児者福祉施設協議会としては、今後の事業展開に活かすため、障害福祉サービス事業所

等における危機対応に関する調査を行った。また、新型コロナウイルス感染症によるクラスター

発生に備えた応援職員派遣事業の登録は43法人、105名（前年度41法人、111名）となった。 

○ 資格取得等貸付事業 

 介護福祉士修学資金等貸付及び保育士修学資金貸付など、各種貸付を通して資格取得を目指す  

学生等を支援し、県内の福祉・介護人材の育成及び確保を図った。 

 【主な貸付の実績】 

 介護福祉士修学資金等貸付 保育士修学資金貸付 

 貸付決定者数 貸付金額 貸付決定者数 貸付金額 

令和３年度 31名 48,490,000円 94名 135,746,600円 

令和４年度 38名 60,353,200円 109名 148,090,000円 

令和５年度 32名 49,270,000円 88名 122,234,000円 

【主な貸付の債権管理（令和6年3月31日現在）】     （単位：名） 

 
介護福祉士 

修学資金等貸付 
保育士 

修学資金等貸付 

貸付実績 629 651

貸付中 75 219

返還免除 282 64

うち令和5年度免除決定 48 25

全額辞退 6 8

返還猶予中 176 293

返還中 12 19

返還完了 78 48
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総務企画課 

本県の社会福祉に関する状況を踏まえ、総合企画委員会において制度に関する要望や提言内容 

を整理し、県議会各派に対する要望活動を行った。また、県保健福祉部に対しても、本会及び県

域社会福祉関係団体の要望を取りまとめ、次年度に向けた予算要望等を行った。 

本年度から北海道・東北ブロック社会福祉協議会連絡協議会の幹事県となったことから、秋田

県大雨災害、令和５年台風13号災害及び令和６年能登半島地震において、全社協や被災県社協

と情報共有を図るとともに、県内及びブロック管内社会福祉協議会の応援職員を派遣するにあた

って調整を行った。派遣にあたり発生する経費が災害救助法による災害救助費の対象となったた

め、その精算事務を行った。 

会計監査人から監査計画に基づいた監査を適宜受け、財務規律の徹底を図るとともに、社会福

祉法に基づいて制定した内部管理体制基本方針のもと内部監査を実施し、局内の業務の適正化及

び効率性の確保に努めた。 

福祉情報誌「はあとふる・ふくしま」（1回10,700部発行）の発行や、ホームページ、ＳＮＳ

等を通して、県内の福祉情報や本会の取組を随時発信した。 

福島市で開催した第77回福島県社会福祉大会は、新型コロナウイルス感染症が５類に移行し

たことから、一般参加を可能とする通常開催とし、受賞者及び一般参加者625名が来場した。大

会式典では、社会福祉事業功労者やボランティア活動者等に対し、各種表彰状及び感謝状の贈呈

を行った。 

また、老朽化が進む福島県総合社会福祉センターの維持保全のため、電気設備や排水管の修繕

工事を実施した。 

 

◆ いきいき長寿室 

希望と活力に満ちた長寿社会の実現に向けた意識啓発をするとともに、生きがいと健康づくり

を支援するため、いきいき長寿県民賞の顕彰を行った。 

第32回「シルバー美術展」を９月に開催し、洋画、日本画、書、写真、彫刻・工芸の５部門

に298点の出品があり70点が入賞した。 

なお、出品された作品の中から10点を本県代表作品として、第36回全国健康福祉祭とっとり

大会美術展に推薦した。 

  また、高齢者の様々な相談や認知症に関する相談に対応した。 

【シルバー美術展への出品数】                        （単位：点） 

 洋画 日本画 書 写真 彫刻･工芸 合計 

令和元年度（第29回） 97 65 70 133 38 403

令和２年度（ － ） － － － － － －

令和３年度（第30回） 79 64 43 97 32 315

令和４年度（第31回） 65 61 52 97 25 300

令和５年度（第32回） 68 47 65 88 30 298

直近５年間累計 309 237 230 415 125 1,316

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により開催中止 
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【相談実績】                        （単位：件） 
 高齢者総合相談センター 認知症 

コールセンター  一般相談 法律相談 

令和元年度 357 46 182 

令和２年度 283 14 145 

令和３年度 243 20 167 

令和４年度 289 19 228 

令和５年度 352 19 197 

直近５年間累計 1,524 118 919 

 

 

 福島県運営適正化委員会  

福祉サービスに関する苦情受付件数は 84 件（前年度 77 件）であり、苦情解決部会において適

切な解決に向けた取組を行った。 

日常生活自立支援事業（あんしんサポート）の運営監視については、運営監視部会による市町村

社協7か所の現地調査を実施した。 

また、県内社会福祉法人等事業者を対象に開催した苦情解決責任者・第三者委員研修会及び苦

情受付担当者研修会では、苦情解決の仕組みの周知や理解の促進を図った。 

【相談実績】                （単位：件） 
 苦情受付数 相談数 

令和元年度 58 20

令和２年度 66 36

令和３年度 71 51

令和４年度 77 41

令和５年度 84 43

直近５年間累計 356 191
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ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和６年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

〈SJ23-11315より抜粋〉

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

＜重 要＞
◆基本プランでは地震・噴火・津波に起因する死傷は補償されません。
◆年度途中でご加入される場合も上記の保険料となります。
◆中途脱退による保険料の返金はありません。
◆中途でボランティアの入替や、ご加入プランの変更はできません。
◆ご加入は、お 1人につきいずれかのプラン 1口のみとなります。

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円
補償開始日から補償（＊）

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

特定感染症

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

＊特定感染症についても10日間の免責期間がなくなり、補償開始日から補償対象となります。
　なお、令和5年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は補償対象外となりました。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が5類感染症に変更されたことに伴い、「特定感染症重点プラン」を廃止して2つのプランとします。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ
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しせつの損害補償
社会福祉施設総合損害補償

ホームページでも内容を紹介しています
https://www.fukushihoken.co.jp

◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！
スケールメリットを活かした割安な保険料で
　　　　　　　　　充実補償をご提供します！

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

〈引受幹事
保険会社〉

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

施設利用者の補償プラン22 （普通傷害保険）

❶ 入所型施設利用者の傷害事故補償
❷ 通所型施設利用者の傷害事故補償
❸ 施設送迎車搭乗中の傷害事故補償

社会福祉法人役員等の賠償責任補償

職員等の補償プラン33
（労働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険）

法人役員等の補償プラン44 （役員賠償責任保険）

施設業務の補償プラン１１ （賠償責任保険、医師賠償責任保険、看護職賠償責任保険、サイバー保険、
動産総合保険、費用・利益保険）

❶ 基本補償（賠償・見舞費用）

❷ 個人情報漏えい対応補償　 ❸ 施設の什器・備品損害補償

▶保険金額

身体賠償（１名・１事故）
基本補償（A型）
2億円・10億円 2億円・10億円
2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

2,000万円
200万円
20万円
1,000万円
1,000万円

500万円

死亡時 100万円
入院時 1.5～7万円
通院時 1～3.5万円

見舞費用付補償（B型）

財物賠償（１事故）
受託・管理財物賠償（期間中）
うち現金支払限度額（期間中）
人格権侵害（期間中）

2,000万円 2,000万円徘徊時賠償（期間中）
身体・財物の損壊を伴わない経済的損失（期間中）

事故対応特別費用（期間中）
被害者対応費用（１名につき）

傷害見舞費用

賠
償
事
故
に
対
応

お
見
舞
い
等
の
各
種
費
用

1事故10万円限度 1事故10万円限度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

❶ 職員の労災上乗せ補償　
使用者賠償責任補償

❷ 役員・職員の傷害事故補償

❸ 役員・職員の感染症罹患事故補償
❹ 雇用慣行賠償補償

（SJ23-11446より抜粋）

▶年額保険料（掛金）

基
本
補
償（
A
型
）

見
舞
費
用
付
補
償（
B
型
）

定　　員 基本補償（A型）

35,000～61,460円
68,270～97,000円

1,500円

1～50名
51～100名

以降1名～10名増ごと

基本補償（A型）
保険料

【見舞費用加算】
定員１名あたり
入所：1,300円
通所：1,390円

●オプション１ ●訪問・相談等サービス補償
●オプション２ ●医務室の医療事故補償 ●看護職の賠償責任補償
●オプション３ ●借用不動産賠償事故補償
●オプション４ ●クレーム対応サポート補償

保険期間１年

令和６年度


